
大学生を対象とした生活習慣病予防プログラムの効果研究
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厚生労働省は.r壮年期死亡の減少，健康寿命の延伸及び生活の質の向上を実現することJを

目的として，平成 12年から. r21世紀における国民健康づくり運動(健康日本21)Jを定め，国

民の健康づくり運動を推進している(財団法人健康・体力づくり事業財団， 2000)0そして，国

民の健康づくり運動を推進する一環として，厚生労働省は，健診・保健指導を医療保険者に義務

付けたり(厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会， 2007)， r事業場における労働者の健康保

持増進のための指針J(厚生労働省労働基準局， 2007)を通知したりと，医療や産業の領域にお

いて，健康の維持増進に向けた政策を行っている。

一方，青年期を対象とした大々的な政策は，現在のところ行われていなしE。しかし，以下2つ

の理由から，生活習慣病予防のための介入を，青年期を対象として行うことは必要だと考えられ

る。 1つ目は，平成 19年の国民健康・栄養調査(健康局総務課生活習慣病対策室， 2008)に見ら

れるように.20代の青年における生活習慣の問題が多々認められるためである。例えば，メタ

ポリツクシンドロームに関しては，男性の9.1%が「メタポリツクシンドロームが強く疑われるJ.
もしくは「メタポリツクシンドロームの予備軍jと考えられる o この値は30代男性では32.5%

に増加するo また，喫煙者の割合は，男性で47.5%.女性で 16.7%であり，そのうち「たばこを

やめたいJ.もしくは「本数を減らしたいjと答えた人の割合は男性で57.8%，女性で61.1%で

ある。このことから， 20代の喫煙者の半数以上がたばこの本数を減らしたくても減らせずにい

ることがわかる。そして，食塩摂取量は男性で 11.4g，女性で9.4gであり，これは「日本人の食

事摂取基準 (2005年版)J(健康局総務課生活習慣病対策室， 2004)の目標量を上回る数値であ

$ きうち けいた 文教大学大学院人間科学研究科臨床心理額専攻
材 きたはら かなこ 文教大学大学院人間科学研究科人間科学専攻
***おおき ももよ 文教大学人間科学部心理学科

57 



る。

さらに，この調査では，肥満ややせの割合，運動習慣のある人の割合，睡眠による休息がとれ

ていない人の割合，ストレスを感じる人の割合，朝食を欠食する人の割合，野菜摂取量の平均値

など， 20代の男女で健康日本21の目標値に達していない項目が多くみられる o このように，国

民生活調査の結果から，青年期に対して生活習慣病予防のための介入を行う必要があると考えら

れるo

青年期を対象とする生活習慣病予防の必要性に関する 2つ目の根拠は，青年期が，自律性が高

まり，行動選択の基礎となる価値観を身につける時期であることであるo ハヴイガーストの発達

課題では，青年期の課題として， r行動の指針としての価値や論理の体系の学習jが示されてい

る (Havighursl，1953) 0 青年期に適切な生活習慣を身につけ，その価値を学習することは，後の

生活習慣病予防にとって有意義であると考えられる。これらのことから，青年期を対象とした生

活習慣病予防プログラムを行う必要があると考えられるo

青年期の学生を対象として生活習慣の改善を試みた先行研究には，荒井・中村・木内・浦井

(2006)や，松園・戸田・中山・山尾・田中・丸山・上閤・馬場園 (2007)，宮崎・中村・渡遁

(2007)などがあるo 荒井他 (2006)は，睡眠の質の改善を目的として，大学生集団を対象にセ

ルフ・モニタリングと目標設定を用いた介入を行った。松園他 (2007)は，肥満学生を対象とし

て， トランスセオリテイカルモデル (TranstheoreticalModel) (Prochaska & Velicer， 1997)に基

づいた個人面接を行った。その結果， BMIや体脂肪率を指標として介入の短期的な効果を認め

た。宮崎他 (2007)は，食習慣の改善を目的として，大学生集団を対象に，健康教育や調理の実

習を行った。その結果，統計的な検定は行っていないが，食生活の自己管理につながる技術の習

得を指標として，介入の短期的な効果を認めている。

先行研究では，有益な結果が得られているものの，いくつかの間題点を指摘することができるo

第1に，統制群を用いた比較研究が行われていないことであるo 第2に，睡眠の質や食習慣，肥

満など，目的を特定の生活習慣に限定していることである。平成 19年の国民健康・栄養調査

(健康局総務課生活習慣病対策室， 2008)の結果から明らかなように，青年期の学生は，多種多

様な生活習慣の問題を有している。このことから，より全般的な介入が必要であると考えられる。

第3に，介入の直後に得られた短期的な効果のみしか検討していない点が挙げられるo

これらの点を考慮し，本研究では，大学生を対象として，目的を特定の生活習慣に限定しない

集団介入プログラムを行い，統制群を用いた比較試験により持続効果も含めた介入効果を検証す

ることを目的とする。

2.方法

(1)手続き

本研究では，不等価統制群を用いた比較試験により，プログラムの効果を検証した。始めにベ

ースライン(以下， BL)測定を行った。 BL測定と同時に，プログラムへの参加者を募集し，参

加を希望した 15名のうち，実際にプログラムに参加した 12名を実験群とした。実験群では，プ

ログラム後の測定を事後測定とし，また，プログラムの2週間後に再度行った測定をフォローア

ップ(以下， FU)測定とした。

BL測定に協力した実験参加者のうち，プログラムへの参加を希望しなかった人に対して，さ
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らに2回の測定を行い， 3回すべての測定に参加した参加者を統制群とした。 BL測定の 1か月後

の測定を事後測定とし，事後測定の2週間後の測定を FU測定とした。

(2) インフォームド・コンセント

統制群に対しては，質問紙調査が匿名で行われることから，通常の同意文書の作成は不可能で

あり，質問紙への回答をもって同意表明とみなされるものとした。

実験群に対しては，募集段階において，紙面により研究に関する説明を行い，さらに，プログ

ラム開始前に，口頭による説明を行い研究協力への同意を得た。

(3)対象者

関東圏のある大学に所属する大学生を対象とした。実験群は 12名(男性3名，女性9名)であ

った。年齢は， 18歳から 23歳であり，平均20.3(SO 1.67)歳であった。そのうち， FU 測定に応

じたのは， 6名(男性2名，女性4名)であった。 FU測定における実験群の年齢は， 18歳から 23

歳，平均20.8(SO 2.14)歳であった。

統制群は22名(男性3名，女性 19名)であった。統制群の年齢は， 18歳から 22歳までの，平

均 19.2(SO 1.05)歳であった。

(4) プログラム

介入として，北原・木内・大木(印刷中)により作成されたプログラムを用いた。このプログ

ラムは，①事前調査の結果のフィードバック，②Oxクイズ形式の健康教育，③長期目標と短期

目標の設定，④短期目標の検討，⑤行動記録シートの説明から成る， 90分回限りのプログラ

ムである。集団実施が可能であり 目的とする生活習慣を限定しないという点に特徴がある。

(5)質問紙

効果測定には，行動変容ステージに関する項目，生活習慣病リスクに関する項目，生活習慣病

についての知識に関する項目の， 3部構成からなる質問紙を用いた。

行動変容ステージに関する項目は， r行動変容ステージに関する質問票j(健診・保健指導の学

習教材・支援材料に関するワーキンググループ， 2006)を参考に作成された。この項目は， r食
生活改善j，r適正な飲酒習慣j，r禁煙することj，r定期的に運動を行うことJの4項目に対して，

「関心はない」ゃ， r6か月以内に実行しようと，思っているj，r 1か月以内に実行しようと思って

いる。または，不定期に行っているj，r実行して6か月未満であるj，r実行して6か月以上であ

るj，rふだんから健康な食習慣[飲酒習慣]を心がけているj，rお酒は飲まないj，rたばこは吸

わないJなど， 5から 7件法で答えさせるものである。

生活習慣病リスクに関する項目は，国立循環器病センター (2002)や，国立がんセンターがん

対策情報センター (2007)，富永 (2006)を参考に作成された。この項目は全32項目から成り，

「はいj，rいいえjの2件法で回答させるものである。

生活習慣病についての知識に閲する項目は，国立循環器病センター (2002)や，国立がんセン

ターがん対策情報センター (2007，2008)，健康局総務課生活習慣病対策室 (2003)を参考に作

成された。この項目は全50項目から成り， r知っているj，rなんとなく知っているj，r知らないJ
の3件法で回答させるものである。

実験群の事後測定と FU測定では，上記の項目に加え，プログラムに対する評価を行ってもら

った。プログラムに対する評価では，まず，満足度評定として，プログラムが生活習慣病予防に

役立つたかどうかを， r非常に役に立ったJから， rまったく役に立たなかったJまでの5件法で

尋ね，その理由を自由記述で答えてもらった。次に，最も役に立った内容を， r生活習慣病予防
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に関するOxクイズj.r目標設定j.r短期目標の検討j.r行動記録シート」の中から 1つ選んで

もらった。そして.r今後プログラムを良くするために，もしくは，別のプログラムを行うとし

たら，何をしたらよいかjという質問に対して，自由記述により回答してもらった。

3.結果

(1)生活習慣病予防に関する知識

生活習慣病予防についての知識に関する項目に対して.r知っている」と答えた項目の割合

(%)を知識得点としたo 知識得点の平均値を表1・図 lに示す。

各カテゴリーのデータが正規分布しているかどうかを調べるために. Kolmogorov-Smirnovの

検定と ShapII・o-Wilkの検定を行った。その結果，実験群においてShapiro・Wilkの検定により， FU 

測定の正規性が棄却された (p<.05)。

測定時期による知識得点の差異を検討するために， WilcoxonのT検定を行った。その際に，

Bonferroniの補正を適用し，有意水準を.017とした。その結果，実験群に関しては， BLと事後の

間でのみ，有意な差異が認められた (p<.017) 0 また，統制群に関しては， BLとFUの間でのみ，

有意な差異が認められた (p<.017)。これらのことから，実験群においてはBLよりも事後の方

が，統制群においてはBLよりも FUの方が，それぞれ知識得点が高いことが示された。

群による知識得点、の差異を検討するために， Mann-WhitneyのU検定を行った。その結果， BL， 

事後， FU，すべての測定時期において，実験群と統制群に有意な差異が認められた(それぞれ，

pく.05，p <.001， p <.05)。このことから，介入の前後に限らず，実験群の方が統制群よりも，知

識得点、が高いことが示された。
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(2)生活習慣病リスク

生活習慣病リスクに関する項目に対して.rはい」と答えた項目の割合(%)をリスク得点と

した。リスク得点の平均値を表2・図2に示す。

各カテゴリーのデータが正規分布しているかどうかを調べるために.Kolmogorov-Smirnovの

検定と Shapir・o-Wilkの検定を行った。その結果，統制群においてShapiro・Wilkの検定により，町

測定の正規性が棄却された (p<.05) 0 

測定時期によるリスク得点の差異を検討するために.WilcoxonのT検定を行った。その際に，

Bonferroniの補正を適用し，有意水準を.017とした。その結果，実験群に関しては，有意な差異

は認められなかった。また，統制群に関しては.BLとFUの間，事後と FUの問で，有意な差異

が認められた(それぞれ.p <.017. p <.017)。これらのことから，実験群において，測定時期に

よりリスク得点の変化がなかったことが示された。また，統制群において.BLや事後よりも FU

の方が，リスク得点が高いことが示された。

群によるリスク得点の差異を検討するために. Mann-WhitneyのU検定を行った。その結果，

FUにおいて，有意な差異が認められた (p<.001)。このことから， FUにおいては，実験群より

も統制群の方が，リスク得点が高いことが示された。

(3)行動変容ステージ

行動変容ステージについて， r関心はないJと答えたものを無関心期.r6か月以内に実行しよ

うと思っているJと答えたものを関心期， r 1か月以内に実行しようと a思っているo または，不

定期に行っているJと答えたものを準備期， r実行して6か月未満であるJと答えたものを実行

期， r実行して6か月以上であるjや.rふだんから健康な食習慣[飲酒習慣]を心がけているJ.
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表3 測定時期と行動変容ステージのクロス集計表(実験群)

行動変容ステージ
無関心期関心期 ~備期 実行期 維持期 合計

測定時期 BL 度数 15 7 2 4 20 48 

% 31.2 14.6 4.2 8.3 41.1 100 

事後度数 3 9 11 2 23 48 

% 6.2 18.8 22.9 4.2 47.9 100 

FU 度数 2 6 2 14 24 

事色 8.3 4.2 25.0 8.3 54.2 100 

合計度数 20 17 19 8 56 120 

% 16.7 14.2 15.8 6.7 46.7 100 

表4 測定時期と行動変容ステージのクロス集計表(統制群)

行動変容ステージ
無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期 合計

測定時期 BL 庭教 14 6 19 2 47 88 

% 15.9 6.8 21.6 2.3 53.4 100 

事後度数 16 8 16 3 45 88 

% 18.2 9.1 18.2 3.4 51.1 100 

FU 度数 10 8 15 4 51 88 

% 11.4 9.1 17.0 4.5 58.0 100 

合計度数 40 22 50 9 143 264 

% 15.2 8.3 18.9 3.4 54.2 100 

「お酒は飲まないj，rたばこは吸わないJなどと答えたものを維持期として分析を行った。

実験群における測定時期と行動変容ステージのクロス集計表は表3の通りであるo 実験群にお

いて，測定時期と行動変容ステージの関連性を調べるために，独立'性の検定を行った結果，測定

時期と行動変容ステージには関連性があることが示された (p<.01)。このことと，クロス集計

表から，実験群においては，維持期の割合が測定を経るにつれて増加すること，また， BLから

事後にかけて無関心期が減少し，関心期，準備期が増加すること，さらに，事後から FUにかけ

て，関心期が減少し，準備期が増加することが示唆された。

統制群における測定時期と行動変容ステージのクロス集計表を表4に示す。統制群において，

測定時期と行動変容ステージの関連性を調べるために，独立性の検定を行った結果，測定時期と

行動変容ステージの聞に有意な関係性は認められなかった。このことから，統制群においては，

測定時期と行動変容ステージが無関係であったといえるo

(4) プログラムに対する評価

事後測定における満足度の評定では，実験群のうち，半分の実験参加者が「非常に役に立ったJ
と答え，もう半分の実験参加者が「役に立ったJと答えた(図3)0具体的にどの内容が役に立

ったかとい問いに対しては， 46%の人が「目標設定Jであると答えた。以降， r短期目標の検討j，

「健康教育に関するOxクイズj，r行動記録シートjという順で高い評価を得た(図4)。

プログラムに対する感想を表5に示す。目標設定に関しては， r達成できるような気がした」

や， r目標の立て方を学んだJなどが役に立った理由として挙げられていた。また，健康教育に

関しては， r自分の知識を試すことができたj，r知らなかったことを知ることができた」などが

役に立った理由であったo その他に，役に立った理由として， rモチベーションが高まったj，

「健康に気をつけようと意識的に思えたjなどの，意識的な変化が見られた。一方，役に立たな
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かった理由としては，r実際に行動に移せなかった」ゃ「忘れてしま ったことも多かったjとい

う意見が認められた。

FU 測定における満足度許定では FU に参加 した実験群のうち 2名が r~I"i; ，'に役に立った」と

答え，3名が「役に立ったj，1名が「何ともいえないjと答えた (1;G13)or何ともいえない」と

いう回答をした協力者は，その理由で「実際に行動に移せなかったJと答えた参加者であった。

プログラムの改普や ~~lに閲する質IIlJ に対しては ， rJl寺II¥Jを短くするj，r大学生以外の人に

も行う」など，プログラムの枠組みにl到する意見が見られた。また，行動変容に閲して， r実際

に行動を伴うもの」や， r達成1)[を確認し合う」プログラムが必要だという意見があった。その

他に，プログラムの内硲に|刻して，rクイズを毎回やるjや，r知識を深めるj，rストレスコー ピ

ングについて」などの'O'，¥i!，が見られた。

4.考察

( 1 )生活習Itt病に|到する如r;11l1:

知識に|刻する項目の結抜から，本プログラムは短期的に生活習慣病予防に関する知識を向上さ

せる効来があることが示された。-j'j，持続的な効当ーについては統計的に確認することはできな

かった。 しかし，W1iWIされた数他としては向上した知設の持続が認められたことから，今後実験

をlliねFuiWI定の人数をl甘やすことで，持続的な効巣についても統計的に確認できる可能的があ
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表 5 プロゲラムに対する感想

肯定酎政意見

目標段定

短期の目棟を位定することで.連成できるような置がした

目標の立て方を理学んだ

短期目掃を明確にすると、やりやすい置カ守した

何をすればいいのかが明確にわかった

明確な目掃が法的られた

知識

健康主生活や、病!I¥田植類.症状について知ることができた

知らなかったことや立んと主くわかっていると思っていたことを

群しく知ることができた

クイズで自分田知1障が賦すことがで吉た

知臓が樽られた

今まで君臨していなかったことを学ベた

様々 なことを知り.生，舌習慣を改普しようと思うきっかけとなった

意織の変化

生活習慣を見つめなおすことができた。目標を立てることで

モチベーションが高まった

世庫に置をつけようと意I量的に思えた

心持が藍わった

否定院副注意見

知る」とは多かったが、実瞭に行動には移せなかった

役に立ったが、忘れてしまったことも多かった

る。

本プログラムが参加者の生活\~llrt病に附する知設の向上に干寄与したのは ， クイズ形式の健m教

育を取り入れ，参加者の積極的関与を引き出すことができたためだと考えられる。方法をクイズ

形式にし，実験者が5;J:田i気に百日!曲することにより，参加者はl問題に挑戦したり楽しみながら知識

を符ることができたといえる。 また，プログラムは笑験者と参加者のやり取りを "1'，('、に進行し，

実験者からの一方的な知般の伝迷ではなかった。 したがって，健康教育に関しては，内容が適切

だっただけでなく，参加者の自発的な参加を促すことができたために，生活習ll'tJilJに附する知識

を向上させることができたと考えられる。

ただし本プログラムの卸j j龍1古U:*JJ卦3について考える|祭には，ヰζliJf ，'éにおいては ， 生活 ~&l刊'lJ刷こ

|刻する知識がプログラム前から向い， 、が~~1険昨に集ま っ ていたということを考:J.I&する必裂がある

といえる。 知識がFJJ い人は生活 \~I.ln羽予防にも附也、があり，それゆえに生活官'iltt病予防に l到する

知識を一層向上させやすかったのかもしれない。今後，介入前の知識韮;の影可申を除いた効果を検

討するためには，等filli統制lifや!'!~fÍ'1~化統制l砕を IIIいた実験を行う必要があろう 。

知識に関しては統制群においても変化が認められた。これは質問紙に回答すること自体が世ttMi
教育的な意味合いを持つことを表 していると考えられる。今回認められた質問紙に回答すること

による効巣は，今後|分に検対される必要があるといえる。その効果が示されることで， プログ

ラムへの参加動機が低い対象者へのア プローチの師が広がると考えられる。
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(2)生活習慣病リスク

生活習慣病リスクに関しては，本プログラムの効果として生活習慣病リスクの向上を抑える効

果が短期的に認められ，その持続も示された。統制群において事後から FUにかけて生活習慣病

リスクが高まったのは，生活習慣病予防に関する知識が高まり，生活習慣の自己評価が厳しくな

ったためだと考えられる。一方実験群では，統制群同様に生活習慣病に関する知識が高まったに

もかかわらず，生活習慣病リスクは高まらなかった。つまり，実験群においては，生活習慣が改

善し，生活習慣に関する自己評価が厳しくなった状態でも，生活習慣病リスクが向上しなかった

ことを示している。このように本プログラムは，対象とする生活習慣を限定せずに生活習慣の改

善に対する効果を認めた。このことから本プログラムは，生活習慣全般に渡って問題を抱えてい

る青年期の学生に対して適したプログラムであると考えられる。

今後プログラムの効果としてさらに生活習慣病リスクを低減させるためには，より長期に渡っ

た介入が必要であると考えられる。それは，生活習慣病リスクが生活習慣の全般に渡っていて，

さらに， 1つの生活習慣病リスクを改善するためには一定の期聞が必要であるためである。実際

に先行研究でも，肥満の改善に 10週間のプログラムが用いられている(松園他， 2007)。生活習

慣病リスクを低下させるためには，本プログラムに加え，より継続的なかかわりを行い，より広

範囲で大きな生活習慣の改善を引き起こす必要があると考えられる。

(3)行動変容ステージ

本プログラムには行動変容ステージを変化させる効果があることが確認された。プログラムの

前後で維持期が増加したことは，健康教育を受けることにより，参加者が自分の生活習慣が適切

であることに気づいたことを表していると考えられる o また，事後から FUにかけての変化に関

しては，実行期の参加者がプログラムを経て行動変容を継続し，維持期に移行したと思われる。

本プログラムの結果， BLから事後にかけて無関心期が減少し，関心期，準備期が増加した。

また，事後から FUにかけて関心期が減少し，準備期が増加した。このような変化には，無関心

期の参加者がプログラムに参加して関心を持ち，その後実際に行動に移すという流れが表れてい

ると考えられる。これらのことから本プログラムは，無関心期から実行期までの参加者の行動変

容ステージを前進させ，維持期の参加者の行動変容ステージを維持する効果があるといえる。

本プログラムがいくつもの行動変容ステージに対して効果的であったのは，様々な行動変容プ

ロセスを含んでいたためだと考えられる。トランスセオリテイカルモデルによれば，行動変容ス

テージによって頻繁に用いられる行動変容プロセスは異なっている (Prochaska& Velicer 1997)。
各行動変容ステージの人が行動変容を起こすためには，それぞれのステージにあった行動変容プ

ロセスが効果的であるo 本プログラムは，様々な行動変容プロセスを含んでいるために，多くの

行動変容ステージに対して効果的であったことが示されたといえる。

ただし行動変容ステージの変化を考える際には，事後測定から FU測定にかけて行動変容ステ

ージの低い人がドロップアウトした可能性を考慮する必要があるといえるo つまり，生活習慣病

予防に関心のある人や，行動変容を起こすことができた人がFU測定に協力したということであ

る。今後はできるだけ多くのプログラム参加者がFU測定へ協力できるように工夫することで，

より正確な検討が可能になろう。

(4) プログラムに対する評価

本プログラムはほとんどの参加者から高い評価を得ていた。その主な理由としては，健康教育

や目標設定を通して具体的に何をすればいいのかがわかり，生活習慣病予防に向けたモチベーシ
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ョンが高まることが挙げられていた。これらのことから，本プログラムはアクセプタピリティが

高いために効果的であると考えられるo アクセプタピリティとは，参加者の「受け入れやすさ」

のことであり，アクセプタピリテイを高めることでプログラムの効果を高めることができる(竹

中， 2007)。本プログラムは，参加者が自ら実行可能な目標を設定することを促すことにより，

アクセプタピリテイを高め，高い効果をあげることができたと考えられる。

中には本プログラムを肯定的に評価しなかった参加者もいた。その理由は，目標設定を具体的

な行動に移すことができなかったためであった。このことから l回の介入プログラムでは行動

変容を起こすことができず，十分な効果が得られない参加者もいると考えられる。今後は，プロ

グラム後の継続的なかかわりとして， r目標達成度の確認jを検討することも有効であると思わ

れるo 目標の達成度を確認し合うことで，より多くの参加者が実際に生活習慣の改善を行うこと

ができると想定されるo

(5)今後の課題

今後，本プログラムに関して，さらに効果の検証を重ねる必要があるといえるo その際に考慮

する点として，より長期に渡る介入を加えることや，等価もしくは無作為化された統制群を用い

ること，できるだけ多くの参加者にFU測定に協力してもらうことなどが挙げられる。

長期にわたる介入を加える際には，実際に行動変容につなげることを意識することで，プログ

ラムの効果をより高められると考えられる。具体的な方法としては，目標の達成度を確認しあう

場を設けることが挙げられる。その他に， e-mailなどの電子機器を用いて目標達成度を確認する

ことも可能であると考えられる。これらの点を考慮しさらに研究を重ねることで，本プログラム

はより信頼のおけるものとなるといえる。

さらに，大学生を対象とした別のプログラムを作成することも今後の課題であるo プログラム

参加者の意見によると，ストレスマネジメントやビタミンについての教育などが求められていた。

その他に，質問紙に回答させるだけの介入方法についても今後検討される必要があるだろう o 質

問紙に回答させるだけで介入効果が得られることがわかれば，プログラムに参加するほど動機づ

けが高くない人々に対しでも，生活習慣病予防のためのアプローチが可能になると考えられるo

6.結論

本研究により，本プログラムが，生活習慣病予防に関する知識の短期的な向上，生活習慣病リ

スクの短期的・持続的な抑制，行動変容ステージの短期的・持続的移行に対して効果があること

が示された。しかし，本プログラムの効果の妥当性を高めるためにはさらに研究を重ねる必要が

あると考えられる。

本プログラムの特徴は，集団を対象としている点，対象とする生活習慣や行動変容ステージを

限定しない点にあるo このようなプログラムの効果が示されたことは，今後大学教育の一環とし

て，既存の集団を用いた生活習慣病予防プログラムを実施することができる可能性を示している

といえよう o

謝辞:本研究にご協力いただきました実験参加者の皆様に心から御礼申し上げます。
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